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┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※ 編集長ご挨拶 ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

このメルマガは、当機構が実施している宅地建物取引士資格試験に合格した方々と事業者 

（宅地建物取引業者・住宅管理会社）を対象として、希望者に無料でお送りする情報サー 

ビスです。（当機構が実施する以前の試験に合格した方も対象です。） 

現在、宅建業に従事している方には実務に役立つ情報を提供するとともに、他の方々にも 

参考にしていただける情報を提供することを編集方針としています。 

なお、メルマガ会員の皆さんの個人情報は法令及び当機構のプライバシーポリシーに従い 

適正に取り扱うこととしております。 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※  目 次  ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

 

◆ 今月の視点      ・・・ 令和元年度 宅地建物取引士資格試験の実施 

◆ 行政の動き      ・・・ 平成３０年度宅地建物取引業法の施行状況調査結果 

ほか 

◆ 最近の判例から    ・・・ 売買契約の違約解除 

◆ マーケットの動き   ・・・ 国土交通月例経済ほか 

◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ   ・・・ 各種団体のセミナー・研修等 

 

                   

◆◇◆ 今月の視点 ◆◇◆ 
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★☆《令和元年度 宅地建物取引士資格試験の実施》★☆ 

 

◇ まず、令和元年台風 19 号及び低気圧による大雨（10 月 24 日～26 日）については、死 

者 90 名、行方不明者 8名、負傷者 447 名、住宅全壊 600 棟、住宅半壊 3,123 棟（消防 

庁情報：10 月 28 日 6：30 現在）となるなど、大惨事となりました。 

犠牲となられた方々に心よりお悔やみを申し上げるとともに、被害を受けられた方々 

には謹んでお見舞い申し上げます。  

（なお、台風 19 号に係る宅地建物取引業の免許等の有効期間の延長等については、 

http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000651.html を参照してく 

ださい。） 

 

◇ さて、去る 10 月 20 日（日）には、当機構が都道府県知事の委任を受けて実施している 

令和元年度の宅地建物取引士資格試験が、全国で実施されました。 

  当機構が発表した速報版によると、全国で、276，019 名の申込者のうち、220，694 名 

が受験しました。申込者、受験者とも、昨年度より、増加となっています。 

受験された方々、各会場で設営に携われた方々におかれては、大変お疲れ様でした。 

なお、合格発表は、12 月 4 日（水）です。 

（参考：http://www.retio.or.jp/exam/pdf/uketuke_jokyo.pdf） 

 

◇ 一方、行政の動きについては、去る 10 月 18 日（金）に、国土交通省の社会資本整備審 

議会の住宅宅地分科会に、マンション政策小委員会（委員長：齊藤広子 横浜市立大学 

国際教養学部教授）が設置され、審議が開始されました。 

本委員会は、我が国におけるマンションの現状（約 655 万戸、国民の１ 割以上が居住） 

や、高経年マンションが急速に増加する見通し等を踏まえ、マンションの維持管理の適 

正化や再生の円滑化に向けた取組みの強化等、マンション政策のあり方を検討するも 

のです。 

不動産の適正取引を図る観点からも、マンションの維持管理、再生は大きな課題であり、 

今後の審議を注目していきたいと思います。 

（参考：http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_mannsyon01.html） 

 

◇ また、国土交通省の国土審議会の土地政策分科会の企画部会で 7月から始まった審議 

が佳境を迎えています。 

本審議は、バブル期に制定された土地基本法の改正と、人口減少社会に対応した「新た 

な総合的土地政策」の策定について検討を行っているものです。 

不動産の適正取引を図る上で、土地政策は一つの重要な基盤となるものであり、今後の 

審議を注目していきたいと思います。 



3 
 

（参考：http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s103_kikaku01.html） 

 

◇ 今年は、夏から先月にかけて、台風、豪雨等の異常気象に見舞われましたが、11 月に 

入ろうとする頃になると、涼しさも増し、本格的な秋の深まりを感じるようになってき 

ました。 

11 月も、皇位継承の重要行事が予定されていますが、秋らしい穏やかな気候が続いて 

ほしいものです。 

  ちなみに、今年の紅葉の見通しについては、全国各地で見ごろは遅め、とのことです。 

  （参考：https://www.jwa.or.jp/news/2019/10/8439/） 

 

 

                   

◆◇◆ 行政の動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《平成３０年度宅地建物取引業法の施行状況調査結果》★☆ 

 

国土交通省は、９月 30 日、平成３０年度における宅地建物取引業法に基づく国土交通大臣 

及び都道府県知事による免許及び監督処分の実施状況についてとりまとめて公表しまし 

た。 

 

１．宅地建物取引業者の状況 

 平成 31 年 3 月末（平成 30 年度末）現在での宅地建物取引業者数は、大臣免許が 2,569 

業者、知事免許が 121,882 業者で、全体では 124,451 業者。 

 対前年度比では、大臣免許が 64 業者（2.6％）、知事免許が 605 業者（0.5％）それぞれ 

増加。全体では 669 業者（0.5％）増加し、5年連続の増加。 

 

２．監督処分等の実施状況 

 平成３０年度において、宅地建物取引業法の規定に基づき国土交通大臣又は都道府県知 

事が行った宅地建物取引業者に対する監督処分の件数は、以下のとおり。 

 （１）免許取消処分 １２５件（-21 件、14.4％減） 

 （２）業務停止処分  ３１件（ -5 件、13.9％減） 

 （３）指示処分     ２６件（ -1 件、 3.7％減） 

 （４）合計     １８２件（-27 件、12.9％減） 

 

 http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo16_hh_000196.html 
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★☆《「全国版空き家・空き地バンク」の機能拡充》★☆ 

全国の空き家等の情報を簡単に検索できる『全国版空き家・空き地バンク』について、 
国有財産を検索できる機能等を追加し、10 ⽉１⽇（⽕）より運営を開始しました。 
これにより、国有財産の取引の更なる円滑化が期待されます。（10 ⽉ 23 ⽇公表） 

  http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo16_hh_000197.html 

 

                   

◆◇◆ 最近の判例から ◆◇◆ 

                   

 

[売買契約の違約解除] 

宅建業者である買主には売主が抵当権抹消できるかどうか確認する義務がある、などとし 

たマンションの売主の主張を採用せず、買主宅建業者の売買契約の解除及び売主に対する 

違約金請求を認めた事例（東京地裁 平成 29 年 7 月 18 日判決 認容 ウエストロー・ジャパ 

ン） 

 

1 事案の概要 

 

 宅建業者 Xは、平成 28 年 2 月 24 日、Yとの間で Yが所有する投資用マンション一室を 

1200 万円で買受ける売買契約を締結し、Xが Yに手付金 10 万円を契約日に支払った。また、 

Y は、同年 5月 31 日に、残金 1190 万円を受領次第、所有権移転登記の申請手続をするもの 

とされた。 

 本件売買契約書では、以下の内容が定められている。 

⑴抵当権の抹消等（7条） 

 売主は、本件建物の所有権移転の時期までに、その責任と負担において、本件建物上に存 

する抵当権等の担保権等、買主の完全な所有権の行使を阻害する一切の負担を消除する。 

⑵契約違反による解除・違約金（13 条） 

 売主又は買主が本件契約上の債務を履行しない時は、相手方は、催告の上、本件契約を解 

除することができる。売主の違約により買主が本件契約を解除した場合、売主は、買主に対 

し、違約金として売買代金の 20％相当額を支払うとともに、受領済みの金員を返還する。 

 

 Y は、本件売買契約後、ローンの抵当権者である銀行に、本物件売却代金をローン残債務 

に返済することを条件に抵当権解除を申し入れたが、残債務と返済額の差が大き過ぎると 

して同意を得られなかった。 

 5 月 24 日、Yは、Xに対し、本物件の抵当権者である銀行が抵当権の抹消に応じないため、 
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錯誤により本件契約は無効であるとした通知書を送付した。 

 これに対して、Xは、5月 31 日までに所有権移転登記手続をしない場合は、契約を解除 

し、Yは、Xに対し、違約金 240 万円及び受領済みの手付金 10 万円を支払うべき旨を通知し 

たが、5月 31 日、Yは、Xに通知することなく本物件を Xとの売買価格より高値で第三者に 

売却した。 

 X は、本件契約を解除したとして、Yに対して、本件違約金条項に基づく違約金 240 万円 

と支払済の手付金 10 万円の計 250 万円の支払を求めて提訴した。 

 

2 判決の要旨 

 

 裁判所は、次のとおり判示し、Xの請求を全額認容した。 

 

（本件違約条項の効力の有無） 

⑴ Y は、Xが Yに宅建士の記名捺印のある 37 条書面を交付しなかったことから、本件違 

約条項の効力はないと主張するが、 

ア）Xは、37 条書面の交付を予定していたが、Yが契約の履行を拒絶したため、その交 

  付をしなかったこと 

イ）本件契約書には宅建業法 37 条の定める内容（本件違約条項を含む。）が記載されて 

  おり、Yは本件違約条項を確認していること 

等が認められるから、本件契約書に宅建士の記名押印がないことを理由に、本件違約条項の 

効力が否定されることはない。 

⑵ Y は、Xが Yに重要事項説明書を交付しなかったことを根拠として、Xが Yに対して違 

約金についての説明をしておらず、本件違約条項の効力はない旨主張する。しかし、宅建業 

法 35 条は、売主が宅建業者である場合に買主に対して重要事項説明書の交付義務を負う旨 

定めるのみである。また、XがYに対して本件違約条項について不実を告知したともいえず、 

同法 47 条違反の主張も理由がない。 

⑶ Y は、Xは宅建業者であるから、Yとの契約前に抵当権の存在と内容を調査し、抵当権 

者である銀行に抵当権を抹消できるかどうかを確認し、抹消の条件を伝えた上で本件契約 

をすべきであったのに、この義務を怠ったから、本件違約条項は効力がないとも主張する。 

しかし、Xは Yに対し、抵当権が設定されていることを説明しているし、Xが宅建業者であ 

るからといって相手方の取引先の金融機関に対して問合せを行う義務を当然に負うとはい 

えない。 

 

（停止条件又は解除条件の合意の有無） 

 Y は、Xと Yの間には、本件契約について、銀行が抵当権抹消を承諾することを停止条件 

とする合意、又は、銀行が抵当権抹消を承諾しないことを解除条件とする合意があった旨主 
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張する。しかし、Y自身、抵当権者が抹消に応じないことは想定していなかったと供述して 

おり、銀行が抵当権の抹消に応じなかった場合についての条件を Xとの間で合意していた 

ことは考え難い上、本件契約書には、売主が本件建物の所有権移転時期までに負担を消除す 

ることが明記されており、Yが、自分の資金と親の支援で住宅ローン債務を完済し、本件建 

物の抵当権を抹消する旨述べていたことからすると、その主張は採用できない。 

 

（結論） 

 よって、Xによる契約の解除並びに違約条項は有効であり、Yは、違約金 240 万円及び受 

領済みの手付金 10 万円の支払義務を負う。 

 

3 まとめ 

 

 Ⅹが契約無効の主張の根拠とする、宅建士の記名押印のある 37条書面未交付については、 

それが事実であるとしても宅建業法に基づく行政上の処分是非の問題にとどまり、それ自 

体で民事上の契約無効や損害賠償責任の問題になるものではありません。 

 また、買主業者の売主に対する重要事項説明・重要事項説明書交付義務がないことは、宅 

建業法 35 条 1 項がその説明対象を「その者が取得し、又は借りようとしている宅地または 

建物」としており、条文上も明らかです。 

 抵当権抹消可否に関しては、売主が売買契約の前に銀行に確認すべきものではあります 

が、もし抹消ができなければ売買契約の履行が不可能となることから、不動産売買に不慣れ 

な個人に対しては、トラブルの未然防止という観点で、宅建業者としては売買契約前に銀行 

へ確認することをアドバイスしておくべきでしょう。 

 

                   

◆◇◆ マーケットの動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《国土交通省》★☆ 

 

  国土交通月例経済（令和元年９月号）（10 月７日公表） 

http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/getsurei/r01/09/getsurei0109.html 

 

 

不動産価格指数（令和元年 6 月・第 2 四半期分）（10 月 15 日公表） 

 住宅の不動産価格指数、55 ヶ月連続して前年同月比で上昇 

 www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo05_hh_000187.html 
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★☆《不動産流通推進センター》☆★ 

 

指定流通機構（レインズ）の物件動向９月分（10 月 10 日公表） 

http://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/bukken/bukken1909.pdf 
 

指定流通機構（レインズ）の活用状況９月分（10 月 21 日公表） 

https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/katsuyo/katsuyo1909.pdf 

 

 

 

★☆《日本不動産研究所》★☆ 

 

  不動研住宅価格指数８月値（10 月 29 日公表） 

   http://www.reinet.or.jp/?p=23075 

 

  東京・大阪・名古屋のオフィス賃料予測(2019～2025 年)・2019 秋（10 月 24 日公表） 

   http://www.reinet.or.jp/?p=23091 

 

  不動産取引市場調査（2001 年上期～2019 年上期）(10 月９日公表) 

   http://www.reinet.or.jp/?p=23026 

 

 

 

★☆《土地総合研究所》★☆ 

 

  今月の不動産経済（10 月号）（10 月２日公表） 

   http://www.lij.jp/pub_f/monthly_data/2019_10.pdf 

 

 

★☆《不動産経済研究所》★☆ 

   

    首都圏マンション・建売市場動向 2019 年９月度（10 月 17 日公表） 

     https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/400/tu98yuYa.pdf 
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  近畿圏マンション市場動向 2019 年９月度（10 月 17 日公表） 

     https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/399/tu98iuna.pdf 

 

  首都圏・近畿圏マンション 2019 年年度上半期（2019 年 4 月～9 月）（10 月 17 日公表） 

     https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/398/1949s.pdf 

 

  首都圏建売住宅 2019 年年度上半期（2019 年 4 月～9 月）（10 月 17 日公表） 

   https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/397/1949t.pdf 

 

                   

◆◇◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ◆◇◆ 

                   

 

以下の団体によるセミナーが各ＨＰに掲載されておりますのでご参照ください。 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★ 

 

〇チャレンジ講座 宅建マイスター入門講座 

https://www.retpc.jp/fup/pages/fuplineup/#nyumon-kouza 

 

〇チャレンジ講座 宅建マイスター集中講座 

https://www.retpc.jp/fup/pages/fuplineup/#syuchu-kouza 

 

〇12/3 事例エクササイズ 『物件調査編』 

https://www.retpc.jp/fup/pages/fuplineup/#20191203 

 

 

★☆《住宅金融普及協会》☆★ 

 

２０１９年度第２回住宅ローンアドバイザー養成講座の募集 

 

  ○募集期間 ：２０１９年１１月１８日（月）から２０２０年１月１７日（金） 

   ○Ａコース（Web にて受講）   

    効果測定：２月１８日(火)､２月１９日(水)､２月２０日(木)   

  〇Ｂコース（会場にて受講） 



9 
 

    基礎編受講：２月６日(木) 、応用編受講・効果測定：２月２０日(木)   

  ○合格発表 ：２０２０年３月１９日(木)  

  ○開催会場等のお申込み内容の詳細は、協会の専用サイトをご覧ください。 

    https://www.loan-adviser.jp/HlaCmnTopAct.do?top 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

発行 一般財団法人不動産適正取引推進機構 

TEL   03-3435-8111 

FAX   03-3435-7576 

http://www.retio.or.jp 

※このメールマガジンの掲載内容は転載フリーです。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

☆ 送信元のメールアドレスは送信専用ですので、このメールへの返信によるご質問、 

お問い合わせにはお答えできませんので、ご了承ください。 

☆ メール配信を停止したい場合や登録情報を変更する場合は、 

  宅建試験合格者の方は こちら %url/https:ath:mailmagazine% 

  事業者の方は こちら %url/https:ath:G_mailmagazine% 

  にてお手続き下さい。 


